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News release 
2023年 3月 10日 

PwC コンサルティング合同会社 

国立大学法人東京大学公共政策大学院 

      

PwCコンサルティングと東京大学公共政策大学院、         

政策変革や地方創生に向けた共同研究を開始 

～産学官がセクターを超えて解決に挑むための場づくりを推進～ 
 
 

PwCコンサルティング合同会社（東京都千代田区、代表執行役 CEO: 大竹 伸明 、以下「PwCコンサル

ティング」）と、国立大学法人東京大学公共政策大学院（東京都文京区、院長: 飯田 敬輔 、以下「公共政

策大学院」）は、「政策変革に資する知識産業の在り方」および「都市と地方の住民の Well-being 向上」

に関する共同研究契約を締結し、研究を開始しました。 

 

背景 

昨今、社会課題が複雑化する中で、産学官が社会全体を見渡した公益的な取り組みを行う場面が増え

ています。しかしながら、産学官の各主体が連携して取り組みを進めるための「場」はほとんどなく、産学

官の各主体それぞれが独自に社会課題の解決を図ってきたのが現状です。この状況を受け、各主体が

独自に取り組むスキームから脱却し、産学官が越境的に連携して社会課題解決へのアプローチを行うス

キームへの変革が求められています。 

そこで、PwC コンサルティングと公共政策大学院は、相互が有する国内外の企業・アカデミア・官公庁な

どのエコシステムを共有し、多様なステークホルダーを巻き込みながら社会課題の解決を図るためのア

プローチを実験し、共有する「場」を生み出すことや、そのような共創のアプローチに関するガバナンスモ

デルを広く実証することを目指し、共同研究を開始しました。 

なお、本共同研究では個別的な社会課題解決を行うだけではなく、さまざまなアプローチを幅広く共有・

学習するような包括的な取り組みへと発展させることで、社会全体を見渡した社会課題解決の在り方の

検討へとつなげていく所存です。 

 
 

各共同研究のタイトルなど概要については以下のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

2 of 4 
 

＜共同研究①＞ 

〇タイトル 

公共政策コンサルティングサービスを中心とする政策変革に資する知識産業の在り方の研究 

 

〇概要 

社会課題が複雑化する中、産学と官の間の情報の非対称性の拡大や、中央省庁における人材の逼迫

に伴い、民間企業（研究機関やコンサルティングファームなど）が、特定領域の政策の提言および推進に

中長期的、横断的に関わる事例が出現している。 

一方で、現状では、知見やネットワークの管理などのナレッジマネジメント上の課題を官民の双方が抱え

ている可能性があり、その活動が持続的な「官民共創」に至らず、政策の調査・立案を担う主体が分散し、

社会課題解決に向けた課題が生じる例も存在している。 

そこで、本研究では、行政内外の知見・人材・ネットワークを政策課題解決に効果的に投入するために、

官民での一体的なナレッジマネジメントを高度化するための仕組みや仕掛けを構想し、提言と実装を目

指す。 

 

〇共同研究者 

東京大学 公共政策大学院 教授／未来ビジョン研究センター センター長 城山 英明 

東京大学 公共政策大学院 特任准教授 松尾 真紀子 

 

＜共同研究②＞ 

〇タイトル 

都市と地方の住民のWell-being向上と地方部への資本還流の両立を可能にする社会システムの模索 

 

〇概要 

ヒト、モノ、カネ、情報が集中する都市は利便性が高く、経済活動が活発である一方、その特有の産業・

経済構造が個人の Well-being に対してネガティブな影響をも与え得る。この状況を解消するためには、

都市特有の産業・経済構造のみを活用したアプローチをとるのではなく、地方のリソースをいかに巻き込

むかがポイントとなる。 

このため、これからの都市住民の生活スタイルにおいては、住民参加型で生活の中に根付いた形式で、

都市から地方への資本還流が可能となる、新たな社会システムの必要性が高まると考えられる。 

この考えのもと、本研究では都市住民が自身の課題を解くために、地方を巻き込みながら都市住民の

Well-being向上に資するサービスの提供を検討する。 

具体的には、社会システムの自立および自走が可能となるよう、住民参加型での資金調達の仕組みと、

都市住民の Well-being 向上に向けた地方起点の医・食・住・学サービス提供の検討を関連自治体との

連携を通じて実証し、その実装を目指す。 

 

〇共同研究者 

東京大学 公共政策大学院 教授 鈴木 寛 

 

〇本共同研究に対するコメント 

城山教授 

行政機関内での人材の逼迫や、より専門性が求められる政策課題に対応するためにも、官民一体となっ

て知見や人材、ネットワークを投入できるかが重要になってきています。これまでも行政機関に対して専

門的な知見を提供する産学などの外部機関の必要性などが長らく唱えられてきておりますが、本共同研

究を通じて、日本の行政システムに適した政策共創の在り方を検討したいと考えています。 
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鈴木教授 

従来の地方創生のスキームでは、都市のリソースを地方にいかに流すか、ということが主な検討ポイント

でしたが、近年では都市側への負担が過剰となっているという指摘があります。このため、本共同研究を

通じて、都市と地方でリソースをシェアリングする仕組みなどを構築し、都市の課題を地方のリソースを使

って解決するという新しい視点を生み出したいと考えています。 

 

宮城パートナー 

これまで PwC コンサルティングでも府省庁や地方自治体などといった公共部門などへの働きかけにより

社会課題解決を推進してきましたが、今回の共同研究を通じて、多様な組織が連携して社会課題解決に

取り組むためのベースをより強いものにしていくことを期待しています。これにより、従来ではアプローチ

することが難しかった複雑な社会課題を解決するための糸口や、社会全体を見渡した課題解決のオーガ

ナイザーの在り方を見出したいと考えています。 

 
 

PwC コンサルティングと東京大学公共政策大学院は今後、産学官のステークホルダーと本共同研究を

推進するとともに、組織として産学官民連携を通じた社会課題の解決を目指してまいります。 

 
 

＜本事業に関するお問い合わせ先＞ 

PwCコンサルティング合同会社 公共事業部 

パートナー 宮城 隆之 

シニアマネージャー 篠崎 亮 

 
 
 
 
 
 

以上 

 

 

東京大学について 

東京大学は、1877 年に日本で最初の国立大学として設立されました。日本を代表する大学として、人文学と社会科学と

自然科学にわたる広範な学問分野において知の発展に努め、世界最高水準の研究と充実した教養教育とを基盤として、

多様で質の高い専門教育を学部と大学院において展開し、世界的教育研究拠点の役割を果たしています。同時に、大学

と社会とが連携して課題を発見・共有し、その解決を図るための科学技術の共創および本学における創造研究の成果の

社会実装を通じて、社会へのイノベーションに繋がる様々な産学連携活動を積極的に推進しています。 

 

東京大学公共政策大学院について 

東京大学法学政治学研究科と経済学研究科は、2004 年 4 月より、公務員をはじめとする政策の形成、実施、評価の専

門家を養成する大学院修士課程（専門職学位課程）として「公共政策大学院」を創設しました。公共政策に関連する大学

院である法学政治学研究科と経済学研究科の高い国際的評価を受けている教授陣ができるだけ多く教育を担当できるよ

うに、両研究科から独立した組織を作るのではなく、両研究科が連携することがより質の高い教育・研究につながると考え

ています（なお、この組織は、制度的には、学校教育法第 66 条のただし書に基づく「研究科以外の教育研究上の基本と

なる組織」に該当します）。また、高度の専門教育は最先端の研究と切り離せませんので、両研究科と公共政策学教育部

の連携の要として、同時に「公共政策学連携研究部」という研究組織も設置しました。 
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PwCコンサルティング合同会社について    www.pwc.com/jp/consulting 

PwC コンサルティング合同会社は、経営戦略の策定から実行まで総合的なコンサルティングサービスを提供しています。

PwC グローバルネットワークと連携しながら、クライアントが直面する複雑で困難な経営課題の解決に取り組み、グロー

バル市場で競争力を高めることを支援します。 

 

PwCについて       www.pwc.com  

PwC は、社会における信頼を構築し、重要な課題を解決することを Purpose（存在意義）としています。私たちは、世界

152 カ国に及ぶグローバルネットワークに約 328,000 人のスタッフを擁し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービス

を提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。 

 

PwC Japanグループについて    www.pwc.com/jp  

PwC Japanグループは、日本における PwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社の総称

です。各法人は独立した別法人として事業を行っています。 

複雑化・多様化する企業の経営課題に対し、PwC Japanグループでは、監査およびアシュアランス、コンサルティング、デ

ィールアドバイザリー、税務、そして法務における卓越した専門性を結集し、それらを有機的に協働させる体制を整えてい

ます。また、公認会計士、税理士、弁護士、その他専門スタッフ約 10,200 人を擁するプロフェッショナル・サービス・ネット

ワークとして、クライアントニーズにより的確に対応したサービスの提供に努めています。 
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